
 

寄附に関する覚書	
 

	
 

	
 特定非営利活動法人 Living	
 in	
 Peace（以下「LIP」という。）及び社会福祉法人◯◯◯（契

約を結ばせて頂く法人）は、LIP の◯◯◯に対する寄附に関し、2014 年 1 月 11 日、以下の

通り覚書を締結する。	
 

	
 

第 1 条（目的）	
 

1. LIP 及び◯◯◯は、LIP が◯◯◯に対して本覚書に従い継続的な寄附を行い、	
 

当該寄附を◯◯◯がその運営する児童養護施設「△△△」（以下「△施設」という。）	
 

の施設の建替えのために行った借入れの返済の一部にあてることにより、△施設の	
 

児童の安心かつ安全な養育環境を確保し、その成長を支援することを目的として、	
 

本覚書を締結する。	
 

	
 

2. ◯◯◯と Living	
 in	
 Peace は、[◯◯◯/△施設]と Living	
 in	
 Peace が協力し、今般の

筑波△施設の建て替えにより、子どもの養育環境が改善した成果を定期的に定量化し

社会に発信することで、施設の小規模化が子どもの健やかな成長に寄与することが	
 

広く社会に認知されるよう善処すると共に、本覚書にて結んだパートナーシップを	
 

通じて、筑波△施設を含む社会の子どもたちの養育環境が更に改善できるよう共に	
 

取り組んでいくことを目指して本覚書を締結する。	
 

	
 

第 2 条（寄附）	
 

1.	
 LIP は、次項に定める期間の毎 4、10 月末日までに、本覚書に定める条件に従い、

1,923,077 円を◯◯◯の下記銀行口座に振り込む方法により、◯◯◯に対して寄附を行

う。かかる振込に要する費用は、LIP の負担とする。	
 

金融機関・支店名：[	
 	
 	
 	
 	
 ]	
 

口座種類	
 	
 	
 	
 ：[	
 	
 	
 	
 	
 ]	
 

口座番号	
 	
 	
 	
 ：[	
 	
 	
 	
 	
 ]	
 

名義人	
 	
 	
 	
 	
 ：[	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ]	
 

2.	
 前項に定める寄附が行われる期間は、2015 年 4 月から 1 年間とし、当該期間が満了す

る日より 1 か月前までに LIP が◯◯◯に対して書面により別段の意思表示をしないと

きは、当該期間は 1 年間自動更新され、その後も同様に 1 年毎に自動更新される。但

し、いかなる場合も、当該期間は、2027 年 10 月末日をもって終了する。	
 

3.	
 第 1 項に定める寄附は、◯◯◯が第 3 条に定める義務を全て遵守していること、及び、

第 4 条に従い本覚書が解除されていないことを条件として行う。	
 

4.	
 ◯◯◯は第一項に定める寄附を△施設の施設の建て替えのために行った借入れの	
 

返済のためのみに使用する。	
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5.	
 第 1 項に定める寄附は、LIP が実施しているチャンスメーカープログラムにより	
 

その参加者より寄附を受けた金員が利用可能な限度においてのみ行われる。ここで、

チャンスメーカープログラムとは、児童養護施設の小規模型施設への建替支援のため

に LIP が会員より集める月々継続型の寄付プログラムのことをいう。	
 

6.	
 ◯◯◯は、本覚書の締結までに、以下のものを LIP に提出するものとする。	
 

・印鑑証明書	
 

・履歴事項全部証明書	
 

・不動産登記簿謄本	
 

・福祉医療機構への借入申し込みにあたって提出した資料一式	
 

・金銭消費貸借契約証書	
 

・償還約定表	
 

・平成 25 年度	
 独立行政法人	
 福祉医療機構借入金	
 利子補給費交付予定者決定通知書	
 

・平成 24 年度	
 事業決算報告書	
 

・平成 24 年度	
 事業報告書	
 

	
 

第 3 条（◯◯◯の遵守事項）	
 

1.	
 ◯◯◯は、◯◯◯に関する以下の資料を以下の頻度で作成・準備し、以下の提出期限

までに、LIP に対し提出する。	
 

資料	
 頻度	
 提出期限	
 

①東京都民間児童養護施設等措置費の	
 

	
 交付申請書及びその添付資料の内、LIP が	
 

	
 指定するもの	
 

半期毎	
 4、10 月末	
 

②当初予算、補正予算及び最終補正予算書	
 

（半期別）	
 

半期毎	
 作成後速やかに	
 

③措置費申請の根拠となる支出明細書	
 

（半期別）	
 

半期毎	
 4、10 月末	
 

④貸付金残高証明書	
 半期毎	
 4、10 月末	
 

⑤監事及び外部専門家（監査法人、税理士	
 法

人、公認会計士又は税理士等）による監査

済みの事業決算報告書（財産目録、貸借対

照表、事業活動収支計算書、事業活動収支

内訳書、事業活動収支計算書、資金収支計

算書及び資金収支計算内訳書）	
 

毎年 1 回	
 作成後速やかに	
 

（遅くとも毎年	
 

6 月第一週に）	
 

⑥事業報告書	
 毎年 1 回	
 作成後速やかに	
 

（遅くとも毎年	
 

6 月第一週中に）	
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⑦東京都における福祉サービス第三者評価の

結果	
 

毎年 1 回	
 受領後速やかに	
 

⑧税務申告書	
 毎年 1 回（ただ

し、LIP からの請

求があった場合

に限る）	
 

提出後速やかに	
 

⑨履歴事項全部証明書	
 登記事項に変更

が 生 じ た 都 度

（ただし、提出

しないことにつ

き LIP が同意し

た場合を除く）	
 

登記完了後速やか

に	
 

⑩定款	
 変更が生じた都

度（ただし、提

出しないことに

つき LIP が同意

し た 場 合 を 除

く）	
 

変更後速やかに	
 

2.	
 ◯◯◯は、以下の事由のいずれかが発生した場合は、速やかに LIP に対して書面また

は面談にて報告する。	
 

(1)	
 ある半期における支出合計額が、事前に提出された予算の支出予定額の 120%以上

となった場合。	
 

	
 	
 	
 	
 	
 この場合、支出額が予算の額を上回った原因についてあわせて報告する。	
 

(2)	
 △施設の職員が半年の間に多数（全体の 3 割以上）退職した場合	
 

(3)	
 △施設の施設長の変更があった場合	
 

(4)	
 ◯◯◯の理事の変更があった場合	
 

(5)	
 △施設における事件、事故、災害その他児童の安全が害されるおそれのある事態

が発生した場合	
 

(6)	
 ◯◯◯が取引先金融機関から融資の拒絶を受けた場合	
 

(7)	
 ◯◯◯において、労務問題が発生した場合	
 

(8)	
 ◯◯◯又は△施設において、重要な訴訟が発生した場合	
 

(9)	
 行政機関・司法機関による◯◯◯又はその職員に対する処分、勧告、指導又は	
 

通知があった場合	
 

(10)	
 次条第 1 項に定める事由が発生した場合又は発生するおそれがある場合	
 

(11)	
 前各号のほか、LIP が◯◯◯及び△施設のモニタリングのために必要に応じて	
 

報告を求めた場合	
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3.	
 ［／△施設］は、半期に一度、LIP が事前に送付する質問に関して回答を	
 

	
 するための会議（QA セッション）を LIP と共同で実施する。	
 

4.	
 	
 ［◯◯◯／△施設］は、貸借対照表・事業活動収支計算書の各勘定科目のうち、	
 

	
 	
 	
 	
 	
 予算比又は実績比で 100 万円以上かつ 25%以上の増減があるもので、	
 

	
 	
 	
 LIP が特に重要と考えられるものにつき、増減理由を回答する。	
 

	
 

第 4 条（解除事由）	
 

1.	
 LIP は、◯◯◯又は△施設について以下の事由のいずれかが発生したと LIP が合理的に

判断した場合は、◯◯◯に対し書面により通知することにより、本覚書を解除するこ

とができる。	
 

(1)	
 ◯◯◯又はその役職員の故意または過失により、△施設における児童に対する	
 

重大な権利侵害があった場合	
 

(2)	
 ◯◯◯の役職員による横領その他職務に関する違法行為があった場合	
 

(3)	
 ◯◯◯による法令違反があった場合	
 

(4)	
 ◯◯◯が解散した場合、又は、◯◯◯について破産手続開始、民事再生手続開始

その他これらに類する法的整理手続の開始の申立てがあった場合	
 

(5)	
 ◯◯◯が本覚書の義務に重要な点で違反した場合（前条に定める義務に関して、

書類の提出若しくは報告を行わず、提出した書類若しくは報告に記載すべき重要

な事項を記載せず、又は重要な点で虚偽の記載があった場合を含む）	
 

(6)	
 本覚書の締結に際してが提出した書類又は情報につき虚偽があった場合	
 

	
 

2.	
 前項に基づく解除後も、第 5 条から第 9 条までの規定は、その効力を有する。	
 

	
 

第 5 条（地位及び権利・義務の譲渡）	
 

	
 LIP 及び◯◯◯は、他の当事者の事前の書面による同意なくして、本覚書に基づく地位及

びこれに基づく権利義務の一切を第三者に譲渡、担保権の設定その他一切の処分をするこ

とができない。	
 

	
 

第 6 条（変更・修正）	
 

	
 本覚書は、LIP 及び◯◯◯による書面による合意によってのみ、変更又は修正することが

できる。	
 

	
 

第７条（反社会的勢力の排除）	
 

	
 ◯◯◯又はが以下に該当すると LIP が合理的に判断した場合は、◯◯◯に対し	
 

	
 書面により通知することにより、本覚書を解除することができる。	
 

(1) 暴力団、暴力団員、暴力団関係者、暴力団関係団体、関係者、その他反社会的勢力	
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(以下、暴力団等)、公共の福祉に反する活動を行う団体、及びその行為者である場

合、又は、反社会的勢力であった場合	
 

(2) 自ら又は第三者を利用して、他方当事者の業務を妨害した場合、又は、	
 

妨害するおそれのある行為をした場合	
 

(3) 自ら又は第三者を利用して、他方当事者に対して、暴力的行為、詐術、	
 

脅迫的言辞を用いるなどした場合	
 

(4) 自らまたは第三者を利用して他方当事者の名誉、信用等を毀損し、又は、	
 

毀損するおそれのある行為をした場合	
 

(5) 自ら又は第三者を利用して、自身や、その関係者が暴力団等である旨を関係者に	
 

認知させるおそれのある言動、態様をした場合	
 

	
 

第 8 条（管轄裁判所）	
 

	
 本覚書について紛争が生じた場合には、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判

所とする。	
 

	
 

第 9 条（誠実協議）	
 

	
 本覚書に定めのない事項については、本覚書の趣旨に従い、誠実に協議のうえ、これを

解決する。	
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以上を証するため、LIP 及び◯◯◯は、本覚書正本を 2 通作成し、記名押印の上、各自 1

通を保有する。	
 

	
 

2014 年___月___日	
 

	
 

	
 

LIP	
 東京都中央区月島	
 4-14-11-902	
 

	
 特定非営利活動法人 Living	
 in	
 Peace	
 

	
 理事長	
 	
 慎	
 泰俊	
 

	
 

	
 

◯◯◯	
 住所	
 

	
 法人正式名称	
 

	
 代表者	
 氏名	
 

	
 


